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団体との連携に係る活動状況及び今後の活動の方向性について（案） 

 

令和４年７月  日 

国 民 運 動 本 部 

 

１ 日本医師会                                   

 

（１）関係委員会等（現時点） 

社会保障常任委員会、新型コロナウイルス緊急対策本部（福島県） 

 

（２）これまでの活動 

  ○ 令和３年１０月５日 第１回意見交換（トップ会合） 

     〔議題〕新型コロナウイルス感染症対策について 

  ○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

  ○ 令和３年１２月２日 第２回意見交換（トップ会合） 

     〔議題〕・次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像及

び都道府県保健・医療提供体制確保について 

         ・ワクチン関係について 

         ・死因究明等推進協議会について 

  ○ 令和４年１月２０日 第３回意見交換（トップ会合） 

〔議題〕新型コロナウイルス感染症対策について 

  ○ 令和４年４月１２日 第４回意見交換 

               〔議題〕・地域の実情を踏まえた医療提供体制の構築 

                  ・医療人材の確保、医師の働き方改革 

・健康長寿社会の実現に向けた、生涯にわたる健康づくりの推進 

  ○ 意見交換を踏まえ、社会保障常任委員会において「ポストコロナ時代の持続可能

な医療提供体制構築と健康づくり推進に向けた提言」を作成 

 

（３）今後の活動の方向性 

○ 提言書をもとに、政府に対する要請活動を実施する。 

○ 新型コロナウイルスの感染状況やその他国の制度改正等の状況に応じて、意見

交換を実施し、政府に対する提言等への反映などの共同した取り組みにつなげて

いく。 

    

 

  

資料２ 
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２ 日本青年会議所（ＪＣ）                             

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   次世代育成支援対策プロジェクトチーム（滋賀県） 

 

（２）これまでの活動 

  ○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

  ○ 令和４年１月２２日 ベビーファースト共同宣言（ＪＣの京都会議において公表） 

  ○ ２月下旬以降、ＪＣの都道府県ブロック協議会が各都道府県との間で、ベビーフ

ァースト宣言実施に向けた調整を開始 

  

（３）今後の活動の方向性 

日本青年会議所と全国知事会の共同宣言に基づき、子どもを産み育てやすい社会

の実現に向け、ＪＣが進める「ベビーファースト運動」のさらなる展開を目指す。 

（６月３０日までに２９都道府県がベビーファースト宣言を実施済み。） 

 

 

３ 日本経済団体連合会（経団連）                               

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   農林商工常任委員会（岩手県）、脱炭素・地球温暖化対策本部（長野県） 

 

（２）これまでの活動 

  ○ 令和３年１１月１６日 経団連「地域協創アクションプログラム」発表 

（全国知事会と地域課題の解決に向けた協創の方策に係る連携を検討することについて記載） 

  ○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

  ○ 令和４年２月１０日 第１回意見交換（トップ会合） 

 

（３）今後の活動の方向性 

○ 令和４年夏の全国知事会議において、意見交換を実施し、今後の連携について

確認を行う。 

○ 脱炭素社会の実現や、ＬＸ（ローカルトランスフォーメーション）や等のテー

マについても、具体の共同活動の実施に向けて、引き続き意見交換等を実施す

る。 

〇 テーマごとに意見交換等を重ね、政府に対する提言等への反映や、経済界と都

道府県のマッチングなどの共同した取り組みにつなげていく。 
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４ 経済同友会                                   

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   農林商工常任委員会（岩手県）、脱炭素・地球温暖化対策本部（長野県） 

 

（２）これまでの活動 

  ○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

 ○ 令和４年４月６日 第１回意見交換（トップ会合） 

 

（３）今後の活動の方向性 

○ 脱炭素社会の実現等のテーマについて、具体の共同活動の実施に向けて、引き

続き意見交換等を実施する。 

○ テーマごとに意見交換等を重ね、政府に対する提言等への反映や、経済界と都

道府県のマッチングなどの共同した取り組みにつなげていく。 

 

 

５ 日本商工会議所                                 

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   農林商工常任委員会（岩手県）、脱炭素・地球温暖化対策本部（長野県） 

   男女共同参画プロジェクトチーム（山形県） 

 

（２）これまでの活動 

  ○ 令和３年１０月２１日 第１回意見交換（トップ会合） 

  ○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

  ○ 令和４年５月１３日 全国知事会（男女共同参画プロジェクトチーム）と連携団

体（日本商工会議所・全国商工会連合会・全国女性会館協

議会）との意見交換会 

            〔議題〕地方の中小企業における女性活躍促進の加速化に向けた諸課題について 

  ○ 意見交換を踏まえ、男女共同参画プロジェクトチームにおいて「ジェンダー平等

の実現に向けた提言」を作成 

 

（３）今後の活動の方向性 

新型コロナウイルスの感染状況や今後の経済対策の状況等に応じ、意見交換等を

実施し、政府に対する提言等への反映などの共同した取り組みにつなげていく。 
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６ 全国中小企業団体中央会（中央会）                             

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   農林商工常任委員会（岩手県）、脱炭素・地球温暖化対策本部（長野県） 

 

（２）これまでの活動 

○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

  ○ 令和４年２月９日 第１回意見交換（トップ会合） 

 

（３）今後の活動の方向性 

新型コロナウイルスの感染状況や今後の経済対策の状況等に応じ、意見交換等を

実施し、政府に対する提言等への反映などの共同した取り組みにつなげていく。 

 

 

７ 全国商工会連合会                                

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   農林商工常任委員会（岩手県）、脱炭素・地球温暖化対策本部（長野県） 

   男女共同参画プロジェクトチーム（山形県） 

 

（２）これまでの活動 

○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

○ 令和４年２月７日 第１回意見交換（トップ会合） 

○ 令和４年５月１３日 全国知事会（男女共同参画プロジェクトチーム）と連携団

体（日本商工会議所・全国商工会連合会・全国女性会館協

議会）との意見交換会 

○ 意見交換を踏まえ、男女共同参画プロジェクトチームにおいて「ジェンダー平等

の実現に向けた提言」を作成 

 

（３）今後の活動の方向性 

新型コロナウイルスの感染状況や今後の経済対策の状況等に応じ、意見交換等を

実施し、政府に対する提言等への反映などの共同した取り組みにつなげていく。 
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８ 全国女性会館協議会                                 

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   男女共同参画プロジェクトチーム（山形県） 

 

（２）これまでの活動 

○ 令和３年１１月１９日 国民運動本部会合において連携団体として決定 

○ 令和４年３月１６日 協議会幹部と宮城県・山形県との意見交換 

  ○ 令和４年５月１３日 全国知事会（男女共同参画プロジェクトチーム）と連携団

体（日本商工会議所・全国商工会連合会・全国女性会館協

議会）との意見交換会 

  ○ 意見交換を踏まえ、男女共同参画プロジェクトチームにおいて「ジェンダー平等

の実現に向けた提言」を作成 

 

（３）今後の活動の方向性 

国の制度改正の状況等に応じ、テーマごとに意見交換等を実施し、政府に対す

る提言等への反映などの共同した取り組みにつなげていく。 

 

 

９ 日本障害フォーラム（ＪＤＦ）                                                  

 

（１）関係委員会等（現時点） 

   社会保障常任委員会（福島県） 

 

（２）これまでの活動 

  ○ 令和４年４月５日 国民運動本部会合（書面開催）により連携団体として決定 

 

（３）今後の活動の方向性 

 トップ会合において、障がい者の差別解消や虐待防止、社会参加といったテーマ

について意見交換等を実施し、政府に対する提言等への反映などの共同した取り組

みにつなげていく。 
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（参考） 日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）・全国旅行業協会（ＡＮＴＡ）             

 

（１）関係委員会等 

   国土交通・観光常任委員会（大分県） 

 

（２）これまでの活動 

   下記のとおり、共同による要請活動を実施済み。 

○ ウィズコロナ・ポストコロナにおける観光・交通事業の復活及び災害に屈しない

強靱な国土づくりに向けた緊急要望 

   〔日程〕令和３年１０月７日 

   〔要望先〕国土交通大臣 

   〔要望者〕全国知事会 広瀬大分県知事，村井宮城県知事，満田全国知事会事務局次長 

        ＪＡＴＡ 菊間会長，髙橋副会長，ＡＮＴＡ 近藤副会長 

 

 


